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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】強化複合材構造体を形成するための、未硬化の
長手複合材の配置システムの提供。
【解決手段】補強複合材配置システム（１０２）が開示
される。前記補強複合材配置システムは、第１取付ポイ
ント（１２０）及び第２取付ポイント（１２２）を有す
る長手エンドエフェクタ（１１８）と、前記第１取付ポ
イントに接続するように構成された第１コネクタ（１２
６）を有する第１回転アーム（１２４）と、製造環境（
１００）において前記第１回転アームを移動させるよう
に構成された第１移動システム（１３２）と、前記第２
取付ポイントに接続するように構成された第２コネクタ
（１３０）を有する第２回転アーム（１２８）と、前記
製造環境において前記第２回転アームを移動させるよう
に構成された第２移動システム（１３４）と、を含む。
【選択図】図１



(2) JP 2020-199759 A 2020.12.17

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１取付ポイント及び第２取付ポイントを有する長手エンドエフェクタと、
　前記第１取付ポイントに接続するように構成された第１コネクタを有する第１回転アー
ムと、
　製造環境において前記第１回転アームを移動させるように構成された第１移動システム
と、
　前記第２取付ポイントに接続するように構成された第２コネクタを有する第２回転アー
ムと、
　製造環境において前記第２回転アームを移動させるように構成された第２移動システム
と、を含む、補強複合材配置システム。
【請求項２】
　前記第１回転アームの回転ポイントは、前記第１移動システムに取り付けられており、
前記第２回転アームの回転ポイントは、前記第２移動システムに取り付けられている、請
求項１に記載の補強複合材配置システム。
【請求項３】
　前記第１回転アームは、当該第１回転アームの前記回転ポイントに対して伸縮可能であ
り、前記第２回転アームは、当該第２回転アームの前記回転ポイントに対して伸縮可能で
ある、請求項２に記載の補強複合材配置システム。
【請求項４】
　前記長手エンドエフェクタは、当該長手エンドエフェクタの長さ方向に沿って分散配置
された複数の真空カップを含む、請求項１～３のいずれか１つに記載の補強複合材配置シ
ステム。
【請求項５】
　前記長手エンドエフェクタは、製造フロアに対する前記複数の真空カップの配向を変更
するように構成された所定数の移動システムをさらに含む、請求項４に記載の補強複合材
配置システム。
【請求項６】
　前記長手エンドエフェクタは、補強複合材に対して前記長手エンドエフェクタを配置す
るように構成された、所定数のセンサを有する配設システムをさらに含む、請求項１～５
のいずれか１つに記載の補強複合材配置システム。
【請求項７】
　マンドレルのキャビティに補強複合材を配置する方法であって、
　第１回転アーム及び第２回転アームが、前記補強複合材を保持する長手エンドエフェク
タに接続された状態で、当該第１回転アーム及び当該第２回転アームを回転させることに
より、前記マンドレルに対して前記長手エンドエフェクタを移動させることと、
　前記第１回転アーム及び前記第２回転アームを後退させることにより、前記マンドレル
の前記キャビティ内に前記補強複合材を配置することと、を含む、方法。
【請求項８】
　前記第１回転アーム及び前記第２回転アームが静止した状態で、前記キャビティに対し
て垂直に前記長手エンドエフェクタのコンポーネントを移動させることによって、前記キ
ャビティに前記補強複合材を押し込むことをさらに含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記長手エンドエフェクタへ向かって前記第１回転アームを伸長させることと、
　前記長手エンドエフェクタへ向かって前記第２回転アームを伸長させることと、
　前記長手エンドエフェクタの第１取付ポイントに対して前記第１回転アームの第１コネ
クタを接続することと、
　前記長手エンドエフェクタの第２取付ポイントに対して前記第２回転アームの第２コネ
クタを接続することと、をさらに含む、請求項７又は８に記載の方法。
【請求項１０】
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　前記マンドレルを支持する支持ツールに対して、前記第１回転アームを含む第１回転シ
ステムをドッキングすることと、
　前記マンドレルを支持する支持ツールに対して、前記第２回転アームを含む第２回転シ
ステムをドッキングすることと、をさらに含む、請求項７～９のいずれか１つに記載の方
法。
【請求項１１】
　補強材搭載領域において、前記補強複合材を収容した補強材トレイを配置することと、
　前記長手エンドエフェクタの真空システムを介して真空流を加えることにより、前記補
強材トレイから前記補強複合材を持ち上げることと、をさらに含む、請求項７～１０のい
ずれか１つに記載の方法。
【請求項１２】
　前記マンドレルを支持する支持ツールへ向かって、前記第１回転アームを保持する第１
移動システムを含む第１回転システムを移動させることと、
　前記支持ツールへ向かって、前記第２回転アームを保持する第２移動システムを含む第
２回転システムを移動させることと、
　前記支持ツールに前記第１回転システム及び前記第２回転システムを接続することと、
をさらに含む、請求項７～１１のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１３】
　エンドエフェクタ取付領域に前記長手エンドエフェクタを配置することと、
　前記長手エンドエフェクタが前記エンドエフェクタ取付領域に配置された状態で、前記
長手エンドエフェクタから前記第１回転アーム及び前記第２回転アームを切り離すことと
、をさらに含む、請求項７～１２のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１４】
　前記長手エンドエフェクタから前記第１回転アームを切り離した後、前記マンドレルを
支持する支持ツールから、前記第１回転アームを保持する第１移動システムを含む第１回
転システムを離すことと、
　前記長手エンドエフェクタから前記第２回転アームを切り離した後、前記支持ツールか
ら、前記第２回転アームを保持する第２移動システムを含む第２回転システムを離すこと
と、をさらに含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記キャビティ内に前記補強複合材を配置した後、前記第１回転アーム及び前記第２回
転アームが前記長手エンドエフェクタに接続された状態で、当該第１回転アーム及び当該
第２回転アームを回転させることにより、補強材搭載領域へ向かって、且つ、前記マンド
レルに対して、前記長手エンドエフェクタを移動させることと、
　前記補強材搭載領域において第２補強材トレイから第２補強複合材を持ち上げることと
、
　前記回転アーム及び前記第２回転アームを後退させることにより、前記マンドレルの第
２キャビティ内に前記第２補強複合材を配置することと、をさらに含む、請求項７～１４
のいずれか１つに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、概して複合材の製造に関し、より具体的には、レイアップマンドレルに対す
る長手複合材（longitudinal composite charges）の配置に関する。より具体的には、本
開示は、強化複合材構造体を形成するための、未硬化の長手複合材の配置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　強化複合材構造体は、複合材スキンに接続又は接合された複数の補強複合材を有する。
補強複合材は、複合材スキンの硬化前又は後に、当該複合材スキンに接続又は接合するこ
とができる。
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【０００３】
　いくつかの処理においては、レイアップマンドレルに複数の複合材プライをレイアップ
する前に、当該レイアップマンドレルに対して未硬化の補強複合材が配置される。補強複
合材のコンポーネントは、層毎に、レイアップマンドレルに対して順次直接レイアップさ
れる。
【０００４】
　レイアップマンドレルに対して補強複合材用の複合素材を手作業でレイアップすると、
時間や労力がかかり過ぎる。手作業による処理及び配置中に複合素材の構成を維持するこ
とは、非常に困難になりうる。さらに、レイアップマンドレルに複合素材を正確且つ一貫
して配置することは、複合材構造体の品質に影響を及ぼす。したがって、上述した問題の
うちの少なくともいくつかと、他の起こりうる問題を考慮に入れた方法及び装置を有する
ことが望ましいであろう。
【発明の概要】
【０００５】
　本開示の例示的な実施形態においては、補強複合材配置システムが提供される。前記補
強複合材配置システムは、第１取付ポイント及び第２取付ポイントを有する長手エンドエ
フェクタと、前記第１取付ポイントに接続するように構成された第１コネクタを有する第
１回転アームと、製造環境において前記第１回転アームを移動させるように構成された第
１移動システムと、前記第２取付ポイントに接続するように構成された第２コネクタを有
する第２回転アームと、前記製造環境において前記第２回転アームを移動させるように構
成された第２移動システムと、を含む。
【０００６】
　本開示の他の例示的な実施形態においては、補強複合材配置システムが提供される。前
記補強複合材配置システムは、第１回転システムと、第２回転システムと、長手エンドエ
フェクタと、を含み、前記第１回転システムは、第１移動システムに取り付けられた第１
回転アームを含むとともに、製造環境において前記第１回転アームを再配置するように構
成されており、前記第２回転システムは、第２移動システムに取り付けられた第２回転ア
ームを含むとともに、製造環境において前記第２回転アームを再配置するように構成され
ており、前記長手エンドエフェクタは、前記第１回転アーム及び前記第２回転アームに接
続される。
【０００７】
　本開示のさらに他の例示的な実施形態においては、マンドレルのキャビティに補強複合
材を配置する方法が提供される。第１回転アーム及び第２回転アームが、前記補強複合材
を保持する長手エンドエフェクタに接続された状態で、当該第１回転アーム及び当該第２
回転アームを回転させることにより、前記マンドレルに対して前記長手エンドエフェクタ
を移動させる。前記第１回転アーム及び前記第２回転アームを後退させることにより、前
記マンドレルの前記キャビティ内に前記補強複合材が配置される。
【０００８】
　上記特徴及び機能は、本開示の様々な実施形態において個別に達成可能であり、また、
他の実施形態との組み合わせも可能である。この詳細については、以下の記載と図面から
明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　例示的な実施形態に特有のものと考えられる新規な特徴は、添付の特許請求の範囲に記
載されている。しかしながら、例示的な実施形態、並びに、好ましい使用形態、更にその
目的及び利点は、添付の図面と共に本開示の例示的な実施形態の詳細な説明を参照するこ
とにより最もよく理解されるであろう。
【００１０】
【図１】例示的な実施形態による、補強複合材配置システムが動作する製造環境を示すブ
ロック図である。
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【図２】例示的な実施形態による、製造環境における補強複合材配置システムを示す上面
図である。
【図３】例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補強複合材配置シス
テムのコンポーネントを示す等角図である。
【図４】例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補強複合材配置シス
テムのコンポーネントを示す等角図である。
【図５】例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補強複合材配置シス
テムのコンポーネントを示す側面図である。
【図６】例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補強複合材配置シス
テムのコンポーネントを示す等角図である。
【図７】例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補強複合材配置シス
テムのコンポーネントを示す側面図である。
【図８】例示的な実施形態による、補強材トレイ内の複合材の上方にある長手エンドエフ
ェクタを示す等角図である。
【図９】例示的な実施形態による、補強材トレイ内の複合材に接触する長手エンドエフェ
クタを示す等角図である。
【図１０】例示的な実施形態による、補強材トレイから複合材を持ち上げる長手エンドエ
フェクタを示す等角図である。
【図１１】例示的な実施形態に従って、複合材を保持する長手エンドエフェクタを、マン
ドレルに対して移動させる回転アームを示す等角図である。
【図１２】例示的な実施形態に従って、マンドレルにおける所望のキャビティに対して位
置決めされた複合材を保持する長手エンドエフェクタを示す等角図である。
【図１３】例示的な実施形態に従って、マンドレルにおける所望のキャビティへ向かって
、複合材を保持する長手エンドエフェクタを移動させる回転アームを示す等角図である。
【図１４Ａ－１４Ｂ】例示的な実施形態に従って、マンドレルに対して補強複合材を配置
する方法を示すフローチャートである。
【図１５】例示的な実施形態による、航空機の製造及び保守方法を示すブロック図である
。
【図１６】例示的な実施形態を実施可能な航空機を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　例示的な実施形態において、１つ以上の異なる事項が認識及び考慮されている。例示的
な実施形態において、補強複合材のための従来のピックアンドプレースシステムは、持ち
上げ動作（pick access）のためにガントリ及び／又はクレーンを使用することが認識及
び考慮されている。例示的な実施形態において、従来のクレーンシステム及び／又はガン
トリシステムは、永久的な土台を構築するために多額の投資を要することが認識及び考慮
されている。さらに、ガントリを支持するためのピラー（pillars）により、マンドレル
の挿入／取り外し、及びストリンガの供給が制限される場合がある。
【００１２】
　また、例示的な実施形態において、従来のガントリは、半バレル型マンドレル（half b
arrel mandrel）上の全ての位置に補強複合材を設置できない場合があることが認識及び
考慮されている。ガントリは、半バレル型マンドレルの頂部（上部）領域に限って補強複
合材を設置可能である。残りの補強複合材の設置には、側方設置されたガントリを備える
第２ピックアンドプレースステーションが使用される。
【００１３】
　例示的な実施形態において、補強複合材を配置するために、半バレル型マンドレルを回
転させるための湾曲型のガントリ又は湾曲型の固定構造物を使用する場合があることが認
識及び考慮されている。しかしながら、湾曲型のガントリ又は湾曲型の固定構造物の設計
、製造、及び設置は、非常に困難であったり、或いは非常に高価になったりする可能性が
ある。
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【００１４】
　例示的な実施形態においては、さらに、ガントリによりマンドレルに補強材が配置され
る前に、製造環境におけるマンドレルの位置が決定されることが認識及び考慮されている
。製造環境におけるマンドレルの位置は、マンドレルに対してガントリを位置合わせする
ために利用される。従来における位置合わせは、レーザシステムを使用して行われうる。
例示的な実施形態において、位置合わせの工程は、製造処理において時間又は費用の少な
くとも一方が追加的に生じることが認識及び考慮されている。位置合わせの工程は、ガン
トリツール毎に実行されうる。
【００１５】
　例示的な実施形態において、半バレル型マンドレルの任意のキャビティ内に補強複合材
を配置可能な補強複合材配置システムを有することが望ましいということが認識及び考慮
されている。また、例示的な実施形態において、製造コスト又は製造時間のうちの少なく
ともいずれか一方を削減するのが望ましいということが認識及び考慮されている。
【００１６】
　例示的な実施形態において、マンドレルのキャビティ内に補強複合材を配置するために
、マンドレルツールの周囲に集合配置することができる移動式の分離型装置が提供される
。キャビティ内に補強複合材を配置する前に、マンドレルツールの周囲で装置のコンポー
ネントが組み立てられる。補強複合材を配置した後、装置はコンポーネントに分解され、
製造環境内で移動される。
【００１７】
　例示的な実施形態においては、補強複合材配置システムが提供される。補強複合材配置
システムは、マンドレルの周囲で長手エンドエフェクタを移動させるように構成された２
つの伸縮式回転アームを有する。２つの伸縮式回転アームは、長手エンドエフェクタを使
用して、半バレル型マンドレル上の任意の位置に補強複合材を配置することが可能である
。
【００１８】
　ここで図１を参照すると、例示的な実施形態による、補強複合材配置システムが動作す
る製造環境のブロック図が示されている。製造環境１００は、補強複合材配置システム１
０２を含み、当該システムは、マンドレル１１０の表面１０８におけるキャビティ１０６
内に補強複合材１０４を配置するように構成されている。マンドレル１１０は、支持ツー
ル１１２によって支持される。
【００１９】
　いくつかの例において、マンドレル１１０は、半バレル型マンドレルである。マンドレ
ル１１０が半バレル型マンドレルである場合、当該マンドレル１１０は、航空機の胴体の
半分を製造する際に使用される。
【００２０】
　補強複合材配置システム１０２は、製造環境１００内の支持ツール１１２上のマンドレ
ル１１０の移動を妨げることなく、当該製造環境１００内に配置される。いくつかの例に
おいて、マンドレル１１０は、支持ツール１１２上に支持された状態にて、製造環境１０
０の製造フロア１１６におけるマンドレル移動レール１１４に沿って移動する。これらの
例において、補強複合材配置システム１０２が使用されていないとき、補強複合材配置シ
ステム１０２のコンポーネントは、マンドレル移動レール１１４の邪魔にならないように
移動される。補強複合材配置システム１０２における少なくとも１つのコンポーネントは
、製造フロア１１６の全域を移動可能である。
【００２１】
　補強複合材配置システム１０２は、第１取付ポイント１２０及び第２取付ポイント１２
２を有する長手エンドエフェクタ１１８と、第１取付ポイント１２０に接続するように構
成された第１コネクタ１２６を有する第１回転アーム１２４と、第２取付ポイント１２２
に接続するように構成された第２コネクタ１３０を有する第２回転アーム１２８とを含む
。長手エンドエフェクタ１１８は、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８に接
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続される。
【００２２】
　補強複合材配置システム１０２はまた、製造環境１００において第１回転アーム１２４
を移動させるように構成された第１移動システム１３２と、製造環境１００において第２
回転アーム１２８を移動させるように構成された第２移動システム１３４とを含む。第１
回転アーム１２４の回転ポイント１３６は、第１移動システム１３２に取り付けられてい
る。第２回転アーム１２８の回転ポイント１３８は、第２移動システム１３４に取り付け
られている。
【００２３】
　第１移動システム１３２は、任意の望ましい形態をとる。第１移動システム１３２は、
第１回転アーム１２４がマンドレル１１０の移動を妨げないように、製造環境１００にお
いて当該第１回転アーム１２４を移動させるように構成される。第１移動システム１３２
は、製造フロア１１６に沿って第１回転アーム１２４を移動させるように構成される。い
くつかの例において、第１移動システム１３２は、自動搬送ビークル（automated guided
 vehicle）である。いくつかの例において、第１移動システム１３２は、レール又は軌条
（track）を含む。いくつかの例において、第１移動システム１３２は、伸縮式アームを
含む。
【００２４】
　第２移動システム１３４は、任意の望ましい形態をとる。第２移動システム１３４は、
第２回転アーム１２８がマンドレル１１０の移動を妨げないように、製造環境１００にお
いて当該第２回転アーム１２８を移動させるように構成される。第２移動システム１３４
は、製造フロア１１６に沿って第２回転アーム１２８を移動させるように構成される。い
くつかの例において、第２移動システム１３４は、自動搬送ビークルである。いくつかの
例において、第２移動システム１３４は、レール又は軌条を含む。いくつかの例において
、第２移動システム１３４は、伸縮式アームを含む。
【００２５】
　第１回転アーム１２４は、当該第１回転アーム１２４の回転ポイント１３６に対して伸
縮可能１４０である。第２回転アーム１２８は、当該第２回転アーム１２８の回転ポイン
ト１３８に対して伸縮可能１４２である。
【００２６】
　第１回転システム１４４は、第１移動システム１３２に取り付けられた第１回転アーム
１２４を含むとともに、製造環境１００において第１回転アーム１２４を再配置するよう
に構成されている。第１回転システム１４４が、製造環境１００において第１回転アーム
１２４を再配置した後、第１回転アーム１２４は、第１取付ポイント１２０に第１コネク
タ１２６を接続するために伸長される。
【００２７】
　第２回転システム１４６は、第２移動システム１３４に取り付けられた第２回転アーム
１２８を含むとともに、製造環境１００において第２回転アーム１２８を再配置するよう
に構成されている。第２回転システム１４６が、製造環境１００において第２回転アーム
１２８を再配置した後、第２回転アーム１２８は、第２取付ポイント１２２に第２コネク
タ１３０を接続するために伸長される。
【００２８】
　第１回転システム１４４及び第２回転システム１４６は、マンドレル１１０を支持する
ように構成された支持ツール１１２に対して位置決め及び接続される。第１移動システム
１３２は、第１組の機械式位置決め部（mechanical indices）１４８を有し、当該位置決
め部は、マンドレル１１０を支持するように構成された支持ツール１１２の第１組のドッ
キングポイント１５２と接触するように構成されている。本明細書において、「一組」の
要素は、１つ以上の要素を含む。例えば、第１組の機械式位置決め部１４８は、１つ以上
の機械式位置決め部を含む。第２移動システム１３４は、第２組の機械式位置決め部１５
０を有し、当該位置決め部は、支持ツール１１２の第２組のドッキングポイント１５４と
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接触するように構成されている。第１組の機械式位置決め部１４８及び第２組の機械式位
置決め部１５０は、第１組のドッキングポイント１５２及び第２組のドッキングポイント
１５４と接触及び接続するための任意の望ましい形態をとる。
【００２９】
　第１組のドッキングポイント１５２に第１組の機械式位置決め部１４８を接続すること
により、第１回転システム１４４が支持ツール１１２に対して位置決めされる。第２組の
ドッキングポイント１５４に第２組の機械式位置決め部１５０を接続することにより、第
２回転システム１４６が支持ツール１１２に対して位置決めされる。
【００３０】
　支持ツール１１２に対して第１回転システム１４４を位置決めすることにより、マンド
レル１１０に対する第１回転アーム１２４の位置を知ることができる。また、支持ツール
１１２に対して第１回転システム１４４を位置決めすることにより、別の位置合わせステ
ップが不要となる。
【００３１】
　支持ツール１１２に対して第２回転システム１４６を位置決めすることにより、マンド
レル１１０に対する第２回転アーム１２８の位置を知ることができる。また、支持ツール
１１２に対して第２回転システム１４６を位置決めすることにより、別の位置合わせステ
ップが不要となる。
【００３２】
　第１回転システム１４４及び第２回転システム１４６のドッキングが完了すると、第１
回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８が長手エンドエフェクタ１１８に接続される
。長手エンドエフェクタ１１８に対して第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８
を接続する前、長手エンドエフェクタ１１８がエンドエフェクタ取付領域１５５に配置さ
れる。エンドエフェクタ取付領域１５５は、長手エンドエフェクタ１１８がマンドレル移
動レール１１４上の支持ツール１１２及びマンドレル１１０の移動を妨げないように、製
造フロア１１６に配置される。第１回転システム１４４及び第２回転システム１４６のド
ッキングが完了すると、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８の各々が伸長さ
れて長手エンドエフェクタ１１８に接続される。
【００３３】
　長手エンドエフェクタ１１８は、補強複合材を持ち上げるための真空流を印加するよう
に構成された真空システム１５６を有する。長手エンドエフェクタ１１８は、長手エンド
エフェクタ１１８の長さ方向１６０に沿って分散配置された複数の真空カップ１５８を含
む。いくつかの例において、真空システム１５６は、高流量マニホールドシステムを含む
。これらの例において、複数の真空カップ１５８は、高流量マニホールドシステムの構成
要素である。複数の真空カップ１５８は、真空システム１５６の構成要素である。補強複
合材を持ち上げるために、複数の真空カップ１５８が補強複合材に接触した状態で、複数
の真空カップ１５８を介して真空が印加される。
【００３４】
　長手エンドエフェクタ１１８は、製造フロア１１６に対する複数の真空カップ１５８の
配向を変更するように構成された所定数の移動システム１６２をさらに含む。本明細書に
おいて、「所定数」の要素は、１つ以上の要素を含む。例えば、所定数の移動システム１
６２は、１つ以上の移動システムを含む。
【００３５】
　長手エンドエフェクタ１１８は、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８とは
独立して長手エンドエフェクタ１１８を移動させるように構成された所定数の移動システ
ム１６２を含む。所定数の移動システム１６２は、所望のキャビティに対して補強複合材
を配向するために使用される。
【００３６】
　キャビティ１６４は、マンドレル１１０の表面１０８における複数のキャビティ１０６
のうちの１つである。長手エンドエフェクタ１１８は、キャビティ１６４内に複数の補強
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複合材１０４のうちの補強複合材１６６を配置するために、複数の真空カップ１５８に真
空を印加して補強複合材１６６を持ち上げる。長手エンドエフェクタ１１８が補強複合材
１６６を持ち上げた後、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８は、長手エンド
エフェクタ１１８がキャビティ１６４の近くに配置されるまで、マンドレル１１０の周囲
で当該長手エンドエフェクタ１１８を回転させる。所定数の移動システム１６２は、キャ
ビティ１６４内に補強複合材１６６が配置されるように、第１回転アーム１２４及び第２
回転アーム１２８に対して長手エンドエフェクタ１１８を回転させる。所定数の移動シス
テム１６２は、複数の真空カップ１５８がキャビティ１６４に対して垂直になるように、
第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８に対して長手エンドエフェクタ１１８を
回転させる。
【００３７】
　長手エンドエフェクタ１１８は、補強複合材に対して長手エンドエフェクタ１１８を配
置するように構成された、所定数のセンサ１７０を有する配設システム１６８をさらに含
む。長手エンドエフェクタ１１８は、補強複合材１６６を持ち上げる前に、配設システム
１６８を使用して補強複合材１６６に対して当該長手エンドエフェクタ１１８を位置決め
する。
【００３８】
　所定数のセンサ１７０は、光学センサ１７２又はレーザセンサ１７４のうちの少なくと
も一方を含む。いくつかの例においては、所定数のセンサ１７０からの結果を用いて、粗
調整１７６又は微調整１７８のうちの少なくとも一方が実行される。粗調整１７６は、長
手エンドエフェクタ１１８の大きな移動を含む。微調整１７８は、長手エンドエフェクタ
１１８の小さな移動を含む。いくつかの例において、光学センサ１７２は、粗調整１７６
に使用される。いくつかの例において、レーザセンサ１７４は、微調整１７８に使用され
る。いくつかの例において、光学センサ１７２は、補強複合材１６６の長さ方向に沿って
長手エンドエフェクタ１１８を配置するために使用される。いくつかの例において、レー
ザセンサ１７４は、補強複合材１６６の断面形状１８２に対する長手エンドエフェクタ１
１８の角部を位置決めするために使用される。
【００３９】
　補強複合材１６６は、断面形状１８２を有する長手複合材１８０である。断面形状１８
２は、補強材トレイ１８４を使用して補強複合材１６６に成形される。いくつかの例にお
いて、補強複合材１６６は、製造環境１００において補強材トレイ１８４に入れて搬送さ
れる。
【００４０】
　長手エンドエフェクタ１１８は、補強材搭載領域１８６において補強材トレイ１８４か
ら補強複合材１６６を持ち上げる。補強複合材１６６は、任意の所望の態様で補強材搭載
領域１８６に運ばれる。いくつかの例において、補強材トレイ１８４内の補強複合材１６
６は、オペレータにより補強材搭載領域１８６内に配置される。いくつかの例において、
補強材トレイ１８４内の補強複合材１６６は、補強材トレイライン１８８により補強材搭
載領域１８６に運ばれる。補強材トレイライン１８８は、任意の望ましい形態をとる。い
くつかの例において、補強材トレイライン１８８は、コンベヤベルト、軌条、ローラ搬送
システム、又は他の所望のタイプの搬送手段のうちの少なくとも１つである。
【００４１】
　長手エンドエフェクタ１１８がキャビティ１６４に対して位置決めされると、第１回転
アーム１２４及び第２回転アーム１２８が後退して、キャビティ１６４内に補強複合材１
６６を配置する。いくつかの例において、所定数の移動システム１６２は、キャビティ１
６４へ向かって長手エンドエフェクタ１１８の少なくとも一部を移動させて、補強複合材
１６６に対して押圧力１９０を付与する。第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２
８が静止した状態で、キャビティ１６４に対して垂直に長手エンドエフェクタ１１８のコ
ンポーネントを移動させることにより、補強複合材１６６がキャビティ１６４に押し込ま
れる。いくつかの例において、キャビティ１６４に対して垂直に移動される長手エンドエ
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フェクタ１１８のコンポーネントは、複数の真空カップ１５８を含む。
【００４２】
　いくつかの代替例においては、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８をさら
に後退させて、補強複合材１６６に対して押圧力１９０を付与する。これらの例において
、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８は、キャビティ１６４に長手エンドエ
フェクタ１１８を移動させるために後退して、補強複合材１６６に対して押圧力１９０を
加える。これらの例においては、第１回転アーム１２４及び第２回転アーム１２８を後退
させて、キャビティ１６４に対して垂直に長手エンドエフェクタ１１８を移動させること
により、補強複合材１６６がキャビティ１６４に押し込まれる。
【００４３】
　いくつかの例において、製造フロア１１６にはマンドレル位置決め構造体１９２が配置
されている。これらの例において、マンドレル位置決め構造体１９２は、製造環境１００
において支持ツール１１２及びマンドレル１１０を所望位置に配置するように構成されて
いる。これらの例において、マンドレル位置決め構造体１９２は、エンドエフェクタ取付
領域１５５に対して支持ツール１１２及びマンドレル１１０を所望位置に配置するように
構成されている。
【００４４】
　補強複合材配置システム１０２は、ガントリを使用せずに、マンドレル１１０に対して
補強複合材１０４を配置することができる。補強複合材配置システム１０２は、製造環境
１００に永久的な土台やピラーを設置することなく、マンドレル１１０に対して補強複合
材１０４を配置することができる。
【００４５】
　図１に示す製造環境１００は、例示的な実施形態が実現される態様について物理的又は
構造的な限定を示唆するものではない。図示されたコンポーネントに加えて、或いはこれ
らのコンポーネントに代えて、他のコンポーネントを使用することも可能である。いくつ
かのコンポーネントは、必要としない場合もある。また、図中のブロックは、機能コンポ
ーネントを示す。これらのブロックのうち１つ又は複数は、例示的な実施形態において実
施する際には、組み合わせたり、分割したり、組み合わせてから異なるブロックに分割し
たりすることができる。
【００４６】
　例えば、いくつかの実施形態においては、補強材トレイライン１８８を設けなくてもよ
い。他の例示的な実施形態においては、マンドレル位置決め構造体１９２を設けなくても
よい。
【００４７】
　他の例として、第１組の機械式位置決め部１４８及び第２組の機械式位置決め部１５０
について説明を行ったが、第１回転システム１４４及び第２回転システム１４６は、任意
の望ましい形態で支持ツール１１２に対して位置決めされてもよい。第１回転システム１
４４及び第２回転システム１４６は、任意の望ましい位置決め／位置合わせシステムを有
する。いくつかの例において、第１回転システム１４４及び第２回転システム１４６は、
支持ツール１１２に対して当該第１回転システム１４４及び当該第２回転システム１４６
の各々を位置合わせするための光学位置合わせシステムを有する。
【００４８】
　次に図２を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境における補強複合材配置シ
ステムの上面図が示されている。製造環境２００は、図１に示す製造環境１００の物理的
な実施形態である。ビュー２０２において、製造環境２００にマンドレル２０４及び補強
複合材配置システム２０６が配置されている。補強複合材配置システム２０６は、第１回
転システム２０８と、第２回転システム２１０と、長手エンドエフェクタ２１２とを含む
。第１回転システム２０８は、第１移動システム２１６に取り付けられた第１回転アーム
２１４を含むとともに、製造環境２００において第１回転アーム２１４を再配置するよう
に構成されている。第１移動システム２１６は、製造環境２００において第１回転アーム
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２１４を移動させるように構成されている。第１回転アーム２１４の回転ポイント２１７
は、第１移動システム２１６に取り付けられている。
【００４９】
　第２回転システム２１０は、第２移動システム２２０に取り付けられた第２回転アーム
２１８を含むとともに、製造環境２００において第２回転アーム２１８を再配置するよう
に構成されている。第２移動システム２２０は、製造環境２００において第２回転アーム
２１８を移動させるように構成されている。第２回転アーム２１８の回転ポイント２１９
は、第２移動システム２２０に取り付けられている。
【００５０】
　長手エンドエフェクタ２１２は、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８に接
続される。長手エンドエフェクタ２１２は、第１取付ポイント２２１と、第２取付ポイン
ト２２２とを有する。第１回転アーム２１４は、第１取付ポイント２２１に接続するよう
に構成された第１コネクタ２２４を有する。第２回転アーム２１８は、第２取付ポイント
２２２に接続するように構成された第２コネクタ２２６を有する。
【００５１】
　第１回転システム２０８及び第２回転システム２１０は、マンドレル２０４を支持する
ように構成された支持ツール２２８に対して位置決め及び接続される。第１移動システム
２１６は、支持ツール２２８の第１組のドッキングポイントと接触するように構成された
第１組の機械式位置決め部を有する。第２移動システム２２０は、支持ツール２２８の第
２組のドッキングポイントと接触するように構成された第２組の機械式位置決め部を有す
る。
【００５２】
　第１組の機械式位置決め部及び第２組の機械式位置決め部について説明を行ったが、第
１移動システム２１６及び第２移動システム２２０は、任意の望ましい形態で支持ツール
２２８に対して位置決めされてもよい。第１移動システム２１６及び第２移動システム２
２０は、任意の望ましい位置決め／位置合わせシステムを有する。いくつかの例において
、第１移動システム２１６及び第２移動システム２２０は、支持ツール２２８に対して当
該第１移動システム２１６及び当該第２移動システム２２０の各々を位置合わせするため
の光学位置合わせシステムを有する。
【００５３】
　支持ツール２２８に対して第１移動システム２１６及び第２移動システム２２０を接続
することにより、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８に対するマンドレル２
０４の位置合わせを自動的に行うことができる。このため、位置合わせステップを別途行
う必要はない。機械式位置決め部を使用してマンドレル２０４と補強複合材配置システム
２０６とを自動的に位置合わせすることにより、視覚的照合の必要性を低減又は排除する
ことができる。
【００５４】
　第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８は、マンドレル２０４の周囲で長手エ
ンドエフェクタ２１２を持ち上げて回転させるように構成されている。長手エンドエフェ
クタ２１２は、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８とは独立して長手エンド
エフェクタ２１２を移動させるように構成された所定数の移動システムを含む。
【００５５】
　第１回転アーム２１４は、当該第１回転アーム２１４の回転ポイント２１７に対して伸
縮可能である。第２回転アーム２１８は、当該第２回転アーム２１８の回転ポイント２１
９に対して伸縮可能である。
【００５６】
　支持ツール２２８上のマンドレル２０４は、製造環境２００内でマンドレル移動レール
２３０上を移動する。補強複合材配置システム２０６のコンポーネントは、製造環境２０
０内において支持ツール２２８上のマンドレル２０４の移動を妨げるものではない。第１
移動システム２１６及び第２移動システム２２０は、マンドレル移動レール２３０から第
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１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８を離すように構成されている。エリア２３
２は、第１回転システム２０８を仮置きすることが可能な場所である。エリア２３４は、
第２回転システム２１０を仮置きすることが可能な場所である。
【００５７】
　エリア２３２及びエリア２３４の各々は、支持ツール２２８及びマンドレル２０４が、
マンドレル移動レール２３０に沿って自由に移動できるように配置される。エリア２３２
及びエリア２３４の各々の位置は、第１移動システム２１６及び第２移動システム２２０
が補強材トレイライン２３６上に配置されないように決定される。補強材トレイライン２
３６は、補強材トレイ内の補強複合材のための送給システムである。補強材トレイライン
２３６は、任意の望ましい形態をとる。いくつかの例において、補強材トレイライン２３
６は、レール、軌条、又はコンベヤである。
【００５８】
　動作中、支持ツール２２８及びマンドレル２０４は、マンドレル移動レール２３０に沿
って位置２３８に搬送される。いくつかの例において、製造フロア２４０の位置２３８に
支持ツール２２８を配置するための位置決め手段が、製造フロア２４０に設けられている
。位置２３８は、支持ツール２２８が補強複合材配置システム２０６から複合材を受け取
るのに適した位置である。
【００５９】
　支持ツール２２８が位置２３８で停止した後、製造環境２００において補強複合材配置
システム２０６の一部が移動される。第１回転システム２０８は、エリア２３２から移動
されて、マンドレル移動レール２３０上に配置される。第２回転システム２１０は、エリ
ア２３４から移動されて、マンドレル移動レール２３０上に配置される。
【００６０】
　第１回転システム２０８は、マンドレル２０４を支持する支持ツール２２８にドッキン
グされる。第２回転システム２１０は、マンドレル２０４を支持する支持ツール２２８に
ドッキングされる。
【００６１】
　第１回転システム２０８及び第２回転システム２１０のドッキングが完了すると、第１
回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８が長手エンドエフェクタ２１２へ向かって伸
長される。第１回転アーム２１４の第１コネクタ２２４は、長手エンドエフェクタ２１２
の第１取付ポイント２２１に接続する。第２回転アーム２１８の第２コネクタ２２６は、
長手エンドエフェクタ２１２の第２取付ポイント２２２に接続する。
【００６２】
　第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８が長手エンドエフェクタ２１２に接続
された後、長手エンドエフェクタ２１２は真空システムを使用して複合材を持ち上げる。
長手エンドエフェクタ２１２によって複合材が保持されると、第１回転アーム２１４及び
第２回転アーム２１８が、マンドレル２０４の周囲で長手エンドエフェクタ２１２を持ち
上げて回転させる。第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８は、マンドレル２０
４の所望のキャビティに対して長手エンドエフェクタ２１２を配置する。キャビティに対
して複合材を所望の配向に配置するために、長手エンドエフェクタ２１２の移動システム
を使用して、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８とは独立して、長手エンド
エフェクタ２１２の少なくとも一部が回転される。次に、キャビティ内に複合材を配置す
るために、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８が後退する。
【００６３】
　所望のキャビティ内に複合材が配置された後、第１回転アーム２１４及び第２回転アー
ム２１８が伸長して、マンドレル２０４の周囲で補強材トレイライン２３６へ向かって長
手エンドエフェクタ２１２を回転させる。その後、長手エンドエフェクタ２１２が、補強
材トレイライン２３６に送給される次の複合材を持ち上げて、第１回転アーム２１４及び
第２回転アーム２１８を使用した回転及び配置のプロセスが繰り返される。
【００６４】
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　全ての複合材がマンドレル２０４に配置された後、第１回転アーム２１４及び第２回転
アーム２１８は、補強材トレイライン２３６の位置２４２に長手エンドエフェクタ２１２
を配置する。次に、第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１８は、長手エンドエフ
ェクタ２１２から切り離されて後退する。第１回転アーム２１４及び第２回転アーム２１
８を後退させた後、第１回転システム２０８が、マンドレル移動レール２３０から離され
る。第１回転システム２０８は、エリア２３２に移動させてもよい。また、第２回転シス
テム２１０が、マンドレル移動レール２３０から離される。第２回転システム２１０は、
エリア２３４に移動させてもよい。
【００６５】
　マンドレル移動レール２３０から第１回転システム２０８及び第２回転システム２１０
を移動させた後、支持ツール２２８上のマンドレル２０４が、製造環境２００におけるマ
ンドレル移動レール２３０上で移動される。例えば、支持ツール２２８上のマンドレル２
０４は、マンドレル移動レール２３０上を移動して、製造環境２００内の別のステーショ
ンに配置される。
【００６６】
　いくつかの例において、支持ツール２２８上のマンドレル２０４を移動させた後、第２
支持ツール上の第２マンドレルが製造環境内のマンドレル移動レール２３０に沿って移動
される。これらの例において、第２マンドレル及び第２支持ツールは、位置２３８で停止
され、長手エンドエフェクタ２１２、第１回転アーム２１４、及び第２回転アーム２１８
を使用して、第２マンドレルに複合材が配置される。
【００６７】
　次に図３を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補
強複合材配置システムのコンポーネントの等角図が示されている。ビュー３００は、製造
環境３０３における補強複合材配置システム３０２のコンポーネントを示す。補強複合材
配置システム３０２は、第１取付ポイント３０６を有する長手エンドエフェクタ３０４と
、第１取付ポイント３０６に接続するように構成された第１コネクタ３１０を有する第１
回転アーム３０８とを含む。補強複合材配置システム３０２は、製造環境３０３において
第１回転アーム３０８を移動させるように構成された第１移動システム３１２をさらに含
む。第１回転アーム３０８の回転ポイント３１４は、第１移動システム３１２に取り付け
られている。第１回転アーム３０８は、第１回転アーム３０８の回転ポイント３１４に対
して伸縮可能である。第１回転アーム３０８及び第１移動システム３１２は、第１回転シ
ステム３１５を形成している。
【００６８】
　支持ツール３１６は、キャビティ３２０を有するマンドレル３１８を支持するように構
成されている。図示のように、マンドレル３１８は、航空機の胴体の半分を製造するため
に使用される半バレル型マンドレルである。
【００６９】
　支持ツール３１６及びマンドレル３１８は、製造環境３０３内でマンドレル移動レール
３２１上を移動する。支持ツール３１６がマンドレル移動レール３２１上を移動するとき
、第１移動システム３１２は、マンドレル移動レール３２１上に配置されていない。第１
移動システム３１２は、支持ツール３１６に対して当該第１回転アーム３０８を位置決め
して複合材を配置するために、製造環境３０３内で移動可能である。第１移動システム３
１２は、マンドレル移動レール３２１から当該第１移動システム３１２を離すために、製
造環境３０３内で移動可能である。
【００７０】
　支持ツール３１６は、第１組のドッキングポイント３２２を有する。第１移動システム
３１２は、支持ツール３１６の第１組のドッキングポイント３２２と接触するように構成
された第１組の機械式位置決め部３２４を有する。いくつかの例において、支持ツール３
１６の製造時に第１組のドッキングポイント３２２も形成される。他の例において、第１
組のドッキングポイント３２２は、支持ツール３１６の製造後に後付けされる。いくつか
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の例においては、ドッキングポイントを後付けすることにより、既存の支持ツールを補強
複合材配置システム３０２と共に使用することができる。
【００７１】
　第１組の機械式位置決め部３２４及び第１組のドッキングポイント３２２により、マン
ドレル３１８と補強複合材配置システム３０２との間の位置決めを行うことができる。マ
ンドレル３１８及び補強複合材配置システム３０２の位置を決定することにより、追加的
な位置合わせステップの工程数を減らしたり、これらのステップを排除したりすることが
できる。例えば、手作業でマンドレル３１８及び補強複合材配置システム３０２を位置決
めすることにより、製造環境３０３におけるマンドレル３１８の位置の検査を行わなくて
もよい。
【００７２】
　いくつかの例において、製造環境３０３には追加の位置決め手段が配置されている。例
えば、製造フロア３２６に支持ツール３１６を配置するために、当該製造フロア３２６に
位置決め手段を設けてもよい。
【００７３】
　次に図４を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補
強複合材配置システムのコンポーネントの等角図が示されている。ビュー４００は、第１
回転システム３１５が支持ツール３１６とドッキングした後の補強複合材配置システム３
０２を示す。支持ツール３１６に第１回転システム３１５をドッキングさせるために、第
１移動システム３１２は、ビュー４００に示す位置と図３におけるビュー３００に示す位
置との間で方向４０２に移動する。
【００７４】
　次に図５を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補
強複合材配置システムのコンポーネントの側面図が示されている。ビュー５００は、図４
の側面図である。図示のように、第１移動システム３１２は、自動搬送ビークル５０２の
形態をとる。
【００７５】
　ビュー５００には、長手エンドエフェクタ３０４の追加的なコンポーネントが示されて
いる。長手エンドエフェクタ３０４は、複数の真空カップ５０４を有する。複数の真空カ
ップ５０４は、補強複合材を持ち上げるための真空流を印加するように構成された長手エ
ンドエフェクタ３０４の真空システムの一部である。真空システムからの真空流により、
複数の真空カップ５０４に対して補強複合材を保持することができる。長手エンドエフェ
クタ３０４を介して真空を印加することにより、真空流が停止するまで複数の真空カップ
５０４に対して補強複合材を保持することができる。
【００７６】
　長手エンドエフェクタ３０４はまた、補強複合材に対して長手エンドエフェクタ３０４
を配置するように構成された所定数のセンサ５０６を有する。いくつかの例において、所
定数のセンサ５０６は、光学センサ又はレーザセンサのうちの少なくとも一方を含む。図
示のように、所定数のセンサ５０６のうちのセンサ５０８は光学センサである。
【００７７】
　ビュー５００において、第１回転アーム３０８は、長手エンドエフェクタ３０４に接続
されていない。ビュー５００において、第１回転アーム３０８は、完全に後退しており、
長さ５０９を有する。
【００７８】
　ビュー５００において、長手エンドエフェクタ３０４は、エンドエフェクタ取付領域５
１２において支持構造体５１０に取り付けられている。エンドエフェクタ取付領域５１２
は、製造フロア３２６に配置されており、支持ツール３１６及びマンドレル３１８などの
支持ツール及びマンドレルはエンドエフェクタ取付領域５１２を通り過ぎることができる
。エンドエフェクタ取付領域５１２は、製造フロア３２６において支持ツール３１６及び
マンドレル３１８の移動を妨げるものではない。
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【００７９】
　次に図６を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補
強複合材配置システムのコンポーネントの等角図が示されている。ビュー４００とビュー
６００とを比較すると、第１回転アーム３０８は、長手エンドエフェクタ３０４へ向かっ
て伸長している。ビュー４００とビュー６００とを比較すると、第１回転アーム３０８は
、方向６０２に伸長している。第１回転アーム３０８の第１コネクタ３１０は、長手エン
ドエフェクタ３０４の第１取付ポイント３０６に接続している。
【００８０】
　図６には示されていないが、補強複合材配置システム３０２は、さらに、第２回転アー
ムを有しており、当該第２回転アームは、長手エンドエフェクタ３０４の第２取付ポイン
トに接続するように構成された第２コネクタを有する。第１回転アーム３０８及び第２回
転アームが長手エンドエフェクタ３０４に接続されると、長手エンドエフェクタ３０４を
使用して、補強複合材の持ち上げ及び配置が行われる。
【００８１】
　次に図７を参照すると、例示的な実施形態による、製造環境におけるマンドレル及び補
強複合材配置システムのコンポーネントの側面図が示されている。ビュー７００は、図６
の側面図である。
【００８２】
　ビュー７００において、第１回転アーム３０８の長さ７０２は、図５に示す第１回転ア
ーム３０８の長さ５０９よりも長い。補強複合材配置システム３０２の動作において、第
１回転アーム３０８は、図５に示す長さ５０９と長さ７０２との間で長さを変更すること
ができる。いくつかの例において、マンドレル３１８を中心として長手エンドエフェクタ
３０４を回転させるために、第１回転アーム３０８は、長さ７０２よりも長く伸長するよ
うにしてもよい。いくつかの例において、第１回転アーム３０８は、回転ポイント３１４
を中心として約１８０度回転して、マンドレル３１８上の任意の位置に設けられた所望の
キャビティ内に所望の補強複合材を配置する。
【００８３】
　図３～８に示す補強複合材配置システム３０２、支持ツール３１６、及びマンドレル３
１８は、例示的な実施形態が実現される態様について物理的又は構造的な限定を示唆する
ものではない。図示されたコンポーネントに加えて、或いはこれらのコンポーネントに代
えて、他のコンポーネントを使用することも可能である。いくつかのコンポーネントは、
必要としない場合もある。
【００８４】
　例えば、第１移動システム３１２は、自動搬送ビークル５０２の形態をとらなくてもよ
い。他の図示していない例においては、第１移動システム３１２は、製造フロア３２６に
対して第１回転アーム３０８を移動させるように構成された任意の望ましいタイプの移動
システムを含みうる。他の例において、第１移動システムは、軌条及びキャリッジ（carr
iage）を含みうる。他の例において、第１移動システムは、伸縮セクションを含みうる。
第１移動システム３１２は、補強複合材配置システム３０２が複合材の配置を行っていな
いときに、マンドレル移動レール３２１の妨げにならないように構成されている。第１移
動システム３１２は、補強複合材配置システム３０２が複合材の配置を行っていないとき
に、マンドレル移動レール３２１から第１回転アーム３０８を離すように構成されている
。
【００８５】
　他の例として、マンドレル３１８は、半バレル型マンドレルではない場合がある。マン
ドレル３１８は、第１回転アーム３０８の１８０度の回転によって到達可能な任意の望ま
しい形状を有しうる。さらに、マンドレル３１８は、任意の望ましいサイズを有する。第
１回転アーム３０８の長さは変更可能であるため、当該第１回転アーム３０８は、マンド
レル３１８よりも小さい直径又は大きい直径を有するマンドレルに対して使用することも
可能である。さらに別の例として、支持ツール３１６は、第１組のドッキングポイント３
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２２とは異なるタイプのドッキング機構を有していてもよい。
【００８６】
　次に図８を参照すると、例示的な実施形態による、補強材トレイ内の複合材の上方にあ
る長手エンドエフェクタの等角図が示されている。長手エンドエフェクタ８００は、図１
に示す長手エンドエフェクタ１１８の物理的な実施形態である。長手エンドエフェクタ８
００は、当該長手エンドエフェクタ８００の長さ方向８０４に沿って分散配置された複数
の真空カップ８０２を含む。長手エンドエフェクタ８００はまた、製造フロアに対する複
数の真空カップ８０２の配向を変更するように構成された所定数の移動システム８０６を
含む。
【００８７】
　長手エンドエフェクタ８００は、補強複合材８０８に対して当該長手エンドエフェクタ
８００を配置するように構成された、所定数のセンサを有する配設システム（図示略）を
さらに含む。いくつかの例において、所定数のセンサは、光学センサ又はレーザセンサの
うちの少なくとも一方を含む。
【００８８】
　図示のように、補強複合材８０８は、補強材トレイ８１０に収容されている。補強材ト
レイ８１０は、製造環境において補強複合材８０８を成形及び／又は搬送するために使用
される。補強材トレイ８１０は、製造環境において、任意の望ましい態様で搬送される。
いくつかの例において、補強材トレイ８１０は、コンベヤベルト又は軌条などの補強材ト
レイラインで搬送される。いくつかの例において、補強材トレイラインは、エンドエフェ
クタ取付領域の下方に延在している。いくつかの例において、補強材トレイ８１０は、長
手エンドエフェクタ８００の下方に配置されている。
【００８９】
　次に図９を参照すると、例示的な実施形態による、補強材トレイ内の複合材に接触する
長手エンドエフェクタの等角図が示されている。長手エンドエフェクタ８００のビュー９
００において、複数の真空カップ８０２は、方向９０２に移動されている。複数の真空カ
ップ８０２は、所定数の移動システム８０６を使用して移動される。ビュー９００におい
て、複数の真空カップ８０２は、補強材トレイ８１０内の補強複合材８０８と接触してい
る。
【００９０】
　次に図１０を参照すると、例示的な実施形態による、補強材トレイから複合材を持ち上
げる長手エンドエフェクタの等角図が示されている。ビュー１０００において、複数の真
空カップ８０２は、補強複合材８０８と接触している。図示のように、複数の真空カップ
８０２は、補強複合材８０８の上面に対して垂直である。
【００９１】
　ビュー１０００において、長手エンドエフェクタ８００は、当該長手エンドエフェクタ
８００の真空システムを介して真空流を加えることにより、補強材トレイ８１０から補強
複合材８０８を持ち上げている。真空システムは、複数の真空カップ８０２を含む。真空
システムからの真空流により、複数の真空カップ８０２に対して補強複合材８０８を保持
することができる。長手エンドエフェクタ８００を介して真空を印加することにより、真
空流が停止するまで複数の真空カップ８０２に対して補強複合材８０８を保持することが
できる。
【００９２】
　図１１～１３は、長手エンドエフェクタが補強複合材を持ち上げた後の補強複合材配置
システムの動作を示す。いくつかの例において、図１１～１３は、ビュー１０００の後の
、長手エンドエフェクタ８００を伴う補強複合材配置システムの動作を示す。
【００９３】
　次に図１１を参照すると、例示的な実施形態に従って、複合材を保持する長手エンドエ
フェクタを、マンドレルに対して移動させる回転アームの等角図が示されている。補強複
合材配置システム１１００は、図１に示す補強複合材配置システム１０２の物理的な実施
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形態である。補強複合材配置システム１１００は、図２～７に示す補強複合材配置システ
ム２０６と同じであってもよい。いくつかの例において、図８～１０に示す長手エンドエ
フェクタ８００は、補強複合材配置システム１１００のコンポーネントである。
【００９４】
　ビュー１１０２において、補強複合材配置システム１１００は、第１回転アーム１１０
８及び第２回転アーム１１１０が、補強複合材を保持する長手エンドエフェクタ１１０４
に接続された状態で、当該第１回転アーム１１０８及び当該第２回転アーム１１１０を回
転させることにより、マンドレル１１０６に対して長手エンドエフェクタ１１０４を移動
させている。図示のように、伸長位置１１１４における第１回転アーム１１０８の長さ１
１１２により、長手エンドエフェクタ１１０４は、マンドレル１１０６の全周を回転する
ことが可能となる。
【００９５】
　長手エンドエフェクタ１１０４はまた、製造フロア１１１８に対する長手エンドエフェ
クタ１１０４の複数の真空カップの配向を変更するように構成された所定数の移動システ
ム１１１６を有する。いくつかの例において、長手エンドエフェクタ１１０４がマンドレ
ル１１０６に対して移動すると、所定数の移動システム１１１６は、第１回転アーム１１
０８及び第２回転アーム１１１０に対して長手エンドエフェクタ１１０４の一部を回転さ
せる。いくつかの例において、所定数の移動システム１１１６は、所望のキャビティに対
して補強複合材を配置するために、長手エンドエフェクタ１１０４の一部を回転させる。
いくつかの例において、所定数の移動システム１１１６は、所望のキャビティに対して複
数の真空カップを垂直に配置するために、長手エンドエフェクタ１１０４の一部を回転さ
せる。
【００９６】
　次に図１２を参照すると、例示的な実施形態に従って、マンドレルにおける所望のキャ
ビティに対して位置決めされた複合材を保持する長手エンドエフェクタの等角図が示され
ている。ビュー１２００において、長手エンドエフェクタ１１０４は、マンドレル１１０
６に対して位置決めされている。ビュー１２００において、長手エンドエフェクタ１１０
４は、マンドレル１１０６のキャビティ１２０２に対して位置決めされている。
【００９７】
　ビュー１２００において、補強複合材１２０４は、長手エンドエフェクタ１１０４の複
数の真空カップ１２０６によって保持されている。長手エンドエフェクタ１１０４の配置
は、補強複合材１２０４がキャビティ１２０２に対して垂直に保持されるように行われる
。
【００９８】
　次に図１３を参照すると、例示的な実施形態に従って、マンドレルにおける所望のキャ
ビティへ向かって、複合材を保持する長手エンドエフェクタを移動させる回転アームの等
角図が示されている。ビュー１２００とビュー１３００とを比較すると、補強複合材配置
システム１１００は、第１回転アーム１１０８及び第２回転アーム１１１０を後退させる
ことにより、マンドレル１１０６のキャビティ１２０２内に補強複合材１２０４を配置し
ている。ビュー１３００において、補強複合材１２０４は、マンドレル１１０６のキャビ
ティ１２０２内に配置されている。
【００９９】
　第１回転アーム１１０８及び第２回転アーム１１１０が静止した状態で、キャビティ１
２０２に対して垂直に長手エンドエフェクタ１１０４のコンポーネントを移動させること
によって、補強複合材１２０４がキャビティ１２０２に押し込まれる。補強複合材１２０
４がキャビティ１２０２に押し込まれた後、長手エンドエフェクタ１１０４がマンドレル
１１０６から離される。マンドレル１１０６から長手エンドエフェクタ１１０４を離すた
めに、第１回転アーム１１０８及び第２回転アーム１１１０が伸長される。マンドレル１
１０６から長手エンドエフェクタ１１０４を離す前に、複数の真空カップ１２０６から真
空が解除される。複数の真空カップ１２０６から真空を解除することにより、長手エンド
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エフェクタ１１０４は、補強複合材１２０４を解放する。
【０１００】
　次に図１４Ａ及び１４Ｂを参照すると、例示的な実施形態に従って、マンドレルに対し
て補強の複合材を配置する方法のフローチャートが示されている。方法１４００は、図１
に示す製造環境１００における補強複合材配置システム１０２を使用して実行することが
可能である。方法１４００は、図２に示す製造環境２００における補強複合材配置システ
ム２０６を使用して実行することが可能である。方法１４００は、図３～７に示す補強複
合材配置システム３０２を使用して実行することが可能である。方法１４００は、図８～
１０に示す長手エンドエフェクタ８００を使用して実行することが可能である。方法１４
００は、図１１～１３に示す補強複合材配置システム１１００を使用して実行することが
可能である。
【０１０１】
　方法１４００において、第１回転アーム及び第２回転アームが、補強複合材を保持する
長手エンドエフェクタに接続された状態で、当該第１回転アーム及び当該第２回転アーム
を回転させることにより、マンドレルに対して長手エンドエフェクタを移動させる（工程
１４０２）。方法１４００において、第１回転アーム及び第２回転アームを後退させるこ
とにより、マンドレルのキャビティ内に補強複合材を配置する（工程１４０４）。第１回
転アーム及び第２回転アームを後退させることにより、マンドレルに長手エンドエフェク
タが近づけられる。その後、方法１４００は終了する。
【０１０２】
　いくつかの例において、方法１４００は、第１回転アーム及び第２回転アームが静止し
た状態で、キャビティに対して垂直に長手エンドエフェクタのコンポーネントを移動させ
ることにより、当該キャビティに補強複合材を押し込む（工程１４０６）。キャビティに
対して垂直に長手エンドエフェクタのコンポーネントを移動させることにより、長手エン
ドエフェクタによる圧力が補強複合材に加えられる。
【０１０３】
　長手エンドエフェクタは、第１回転アーム及び第２回転アームから取り外すことが可能
である。いくつかの例において、長手エンドエフェクタは、第１回転アーム及び第２回転
アームが当該長手エンドエフェクタに接続された状態で、エンドエフェクタ取付領域で保
持される。いくつかの例において、方法１４００は、長手エンドエフェクタへ向かって第
１回転アームを伸長させ（工程１４０８）、長手エンドエフェクタへ向かって第２回転ア
ームを伸長させ（工程１４１０）、長手エンドエフェクタの第１取付ポイントに第１回転
アームの第１コネクタを接続し（工程１４１２）、長手エンドエフェクタの第２取付ポイ
ントに第２回転アームの第２コネクタを接続する（工程１４１４）。
【０１０４】
　いくつかの例において、第１回転アーム及び第２回転アームは、製造環境内で再配置さ
れる。マンドレルを配置する前に、マンドレル移動レールから第１回転アーム及び第２回
転アームを離して配置してもよい。
【０１０５】
　いくつかの例において、方法１４００は、マンドレルを支持する支持ツールに対して、
第１回転アームを含む第１回転システムをドッキングする（工程１４１６）。これらの例
において、方法１４００は、マンドレルを支持する支持ツールに対して、第２回転アーム
を含む第２回転システムをドッキングする（工程１４１８）。支持ツールに対して第１回
転システム及び第２回転システムをドッキングすることにより、位置決めステップの工程
数を減らすことができる。支持ツールに対して第１回転システム及び第２回転システムを
ドッキングすることにより、マンドレルに対する第１回転システム及び第２回転システム
の位置を知ることができる。
【０１０６】
　いくつかの例において、方法１４００は、補強材搭載領域に、補強複合材を収容した補
強材トレイを配置する（工程１４２０）。補強材搭載領域は、長手エンドエフェクタが補
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強複合材に到達できるように配置される。いくつかの例において、方法１４００は、長手
エンドエフェクタの真空システムを介して真空流を加えることにより、補強材トレイから
補強複合材を持ち上げる（工程１４２２）。真空システムからの真空流により、長手エン
ドエフェクタのコンポーネントに対して補強複合材を保持することができる。いくつかの
例において、真空システムからの真空流により、複数の真空カップに対して補強複合材を
保持することができる。長手エンドエフェクタを介して真空を印加することにより、真空
流が停止するまで複数の真空カップに対して補強複合材を保持することができる。
【０１０７】
　いくつかの例において、方法１４００は、マンドレルを支持する支持ツールへ向かって
、第１回転アームを保持する第１移動システムを含む第１回転システムを移動させ（工程
１４２４）、支持ツールへ向かって、第２回転アームを保持する第２移動システムを含む
第２回転システムを移動させ（工程１４２６）、支持ツールに対して第１回転システム及
び第２回転システムを接続する（工程１４２８）。これらの例において、第１回転システ
ム及び第２回転システムは、支持ツールに対して物理的に位置決めされている。
【０１０８】
　いくつかの例において、方法１４００は、エンドエフェクタ取付領域に長手エンドエフ
ェクタを配置し（工程１４３０）、長手エンドエフェクタがエンドエフェクタ取付領域に
配置された状態で、長手エンドエフェクタから第１回転アーム及び第２回転アームを切り
離す（工程１４３２）。いくつかの例において、工程１４３０及び工程１４３２は、マン
ドレルのそれぞれのキャビティ内に各補強複合材が配置された後に実行される。
【０１０９】
　いくつかの例において、方法１４００は、長手エンドエフェクタから第１回転アームを
切り離した後、マンドレルを支持する支持ツールから、第１回転アームを保持する第１移
動システムを含む第１回転システムを移動させ（工程１４３４）、長手エンドエフェクタ
から第２回転アームを切り離した後、支持ツールから、第２回転アームを保持する第２移
動システムを含む第２回転システムを移動させる（工程１４３６）。支持ツールから第１
回転システム及び第２回転システムを離した後、製造環境において支持ツール及びマンド
レルを移動させてもよい。
【０１１０】
　いくつかの例において、方法１４００は、キャビティ内に補強複合材を配置した後、第
１回転アーム及び第２回転アームが長手エンドエフェクタに接続された状態で当該第１回
転アーム及び当該第２回転アームを回転させることにより、補強材搭載領域へ向かって、
且つ、マンドレルに対して、長手エンドエフェクタを移動させる（工程１４３８）。長手
エンドエフェクタは、第１回転アーム及び第２回転アームを回転させることにより、補強
複合材を繰り返し持ち上げて配置するために使用することができる。長手エンドエフェク
タは、工程１４３８の後、次の補強複合材を持ち上げて配置してもよい。
【０１１１】
　いくつかの例において、方法１４００は、補強材搭載領域において第２補強材トレイか
ら第２補強複合材を持ち上げて（工程１４４０）、第１回転アーム及び第２回転アームを
後退させることにより、マンドレルの第２キャビティ内に第２補強複合材を配置する（工
程１４４２）。
【０１１２】
　さらに、本開示は、以下に列挙する付記に記載の例を含む。
【０１１３】
　Ａ１．第１取付ポイント（１２０）及び第２取付ポイント（１２２）を有する長手エン
ドエフェクタ（１１８）と、前記第１取付ポイント（１２０）に接続するように構成され
た第１コネクタ（１２６）を有する第１回転アーム（１２４）と、製造環境（１００）に
おいて前記第１回転アーム（１２４）を移動させるように構成された第１移動システム（
１３２）と、前記第２取付ポイント（１２２）に接続するように構成された第２コネクタ
（１３０）を有する第２回転アーム（１２８）と、製造環境（１００）において前記第２



(20) JP 2020-199759 A 2020.12.17

10

20

30

40

50

回転アーム（１２８）を移動させるように構成された第２移動システム（１３４）と、を
含む、補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１４】
　Ａ２．前記第１回転アーム（１２４）の回転ポイント（１３６）は、前記第１移動シス
テム（１３２）に取り付けられており、前記第２回転アーム（１２８）の回転ポイント（
１３８）は、前記第２移動システム（１３４）に取り付けられている、付記Ａ１に記載の
補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１５】
　Ａ３．前記第１回転アーム（１２４）は、当該第１回転アーム（１２４）の前記回転ポ
イント（１３６）に対して伸縮可能であり、前記第２回転アーム（１２８）は、当該第２
回転アーム（１２８）の前記回転ポイント（１３８）に対して伸縮可能である、付記Ａ２
に記載の補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１６】
　Ａ４．前記長手エンドエフェクタ（１１８）は、当該長手エンドエフェクタ（１１８）
の長さ方向（１６０）に沿って分散配置された複数の真空カップ（１５８）を含む、付記
Ａ１～Ａ３のいずれか１つに記載の補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１７】
　Ａ５．前記長手エンドエフェクタ（１１８）は、製造フロア（１１６）に対する前記複
数の真空カップ（１５８）の配向を変更するように構成された所定数の移動システム（１
６２）をさらに含む、付記Ａ４に記載の補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１８】
　Ａ６．前記長手エンドエフェクタ（１１８）は、補強複合材（１６６）に対して前記長
手エンドエフェクタ（１１８）を配置するように構成された、所定数のセンサ（１７０）
を有する配設システム（１６８）をさらに含む、付記Ａ１～Ａ５のいずれか１つに記載の
補強複合材配置システム（１０２）。
【０１１９】
　Ａ７．前記所定数のセンサ（１７０）は、光学センサ（１７２）又はレーザセンサ（１
７４）のうちの少なくとも一方を含む、付記Ａ６に記載の補強複合材配置システム（１０
２）。
【０１２０】
　Ｂ１．第１回転システム（１４４）と、第２回転システム（１４６）と、長手エンドエ
フェクタ（１１８）とを含む補強複合材配置システム（１０２）であって、前記第１回転
システム（１２４）は、第１移動システム（１３２）に取り付けられた第１回転アーム（
１２４）を含むとともに、製造環境（１００）において前記第１回転アームを再配置する
ように構成されており、前記第２回転システム（１４６）は、第２移動システム（１３４
）に取り付けられた第２回転アーム（１２８）を含むとともに、製造環境（１００）にお
いて前記第２回転アームを再配置するように構成されており、前記長手エンドエフェクタ
は、前記第１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム（１２８）に接続されるよう
に構成されている、補強複合材配置システム。
【０１２１】
　Ｂ２．前記第１回転システム（１４４）及び前記第２回転システム（１４６）は、マン
ドレル（１１０）を支持するように構成された支持ツール（１１２）に対して位置決め及
び接続される、付記Ｂ１に記載の補強複合材配置システム（１０２）。
【０１２２】
　Ｂ３．前記第１移動システム（１３２）は、第１組の機械式位置決め部（１４８）を有
し、当該機械式位置決め部は、マンドレル（１１０）を支持するように構成された支持ツ
ール（１１２）の第１組のドッキングポイント（１５２）と接触するように構成されてお
り、前記第２移動システム（１３４）は、前記支持ツール（１１２）の第２組のドッキン
グポイント（１５４）と接触するように構成された第２組の機械式位置決め部（１５０）
を有する、付記Ｂ１又はＢ２に記載の補強複合材配置システム（１０２）。
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【０１２３】
　Ｂ４．前記長手エンドエフェクタ（１１８）は、所定数の移動システム（１６２）を含
み、当該移動システムは、前記第１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム（１２
８）とは独立して前記長手エンドエフェクタ（１１８）を移動させるように構成されてい
る、付記Ｂ１～Ｂ３のいずれか１つに記載の補強複合材配置システム（１０２）。
【０１２４】
　Ｃ１．マンドレル（１１０）のキャビティ（１６４）に補強複合材（１６６）を配置す
る方法（１４００）であって、第１回転アーム（１２４）及び第２回転アーム（１２８）
が、前記補強複合材（１６６）を保持する長手エンドエフェクタ（１１８）に接続された
状態で、当該第１回転アーム（１２４）及び当該第２回転アーム（１２８）を回転させる
ことにより、前記マンドレル（１１０）に対して前記長手エンドエフェクタ（１１８）を
移動させることと（１４０２）、前記第１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム
（１２８）を後退させることにより、前記マンドレル（１１０）の前記キャビティ（１６
４）内に前記補強複合材（１６６）を配置することと（１４０４）、を含む、方法（１４
００）。
【０１２５】
　Ｃ２．前記第１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム（１２８）が静止した状
態で、前記キャビティ（１６４）に対して垂直に前記長手エンドエフェクタ（１１８）の
コンポーネントを移動させることによって、前記キャビティ（１６４）に前記補強複合材
（１６６）を押し込むこと（１４０６）をさらに含む、付記Ｃ１に記載の方法（１４００
）。
【０１２６】
　Ｃ３．前記長手エンドエフェクタ（１１８）へ向かって前記第１回転アーム（１２４）
を伸長させることと（１４０８）、前記長手エンドエフェクタ（１１８）へ向かって前記
第２回転アーム（１２８）を伸長させることと（１４１０）、前記長手エンドエフェクタ
（１１８）の第１取付ポイント（１２０）に対して前記第１回転アーム（１２４）の第１
コネクタ（１２６）を接続することと（１４１２）、前記長手エンドエフェクタ（１１８
）の第２取付ポイント（１２２）に対して前記第２回転アーム（１２８）の第２コネクタ
（１３０）を接続することと（１４１４）、をさらに含む、付記Ｃ１又はＣ２に記載の方
法（１４００）。
【０１２７】
　Ｃ４．前記マンドレル（１１０）を支持する支持ツール（１１２）に第１回転システム
（１４４）をドッキングすることと（１４１６）、前記マンドレル（１１０）を支持する
支持ツール（１１２）に第２回転システム（１４６）をドッキングすることと（１４１８
）、をさらに含み、前記第１回転システム（１４４）は、前記第１回転アーム（１２４）
を含み、前記第２回転システム（１４６）は、前記第２回転アーム（１２８）を含む、付
記Ｃ１～Ｃ３のいずれか１つに記載の方法（１４００）。
【０１２８】
　Ｃ５．補強材搭載領域（１８６）において、前記補強複合材（１６６）を収容した補強
材トレイ（１８４）を配置することと（１４２０）、前記長手エンドエフェクタ（１１８
）の真空システム（１５６）を介して真空流を加えることにより、前記補強材トレイ（１
８４）から前記補強複合材（１６６）を持ち上げることと（１４２２）、をさらに含む、
付記Ｃ１～Ｃ４のいずれか１つに記載の方法（１４００）。
【０１２９】
　Ｃ６．前記マンドレル（１１０）を支持する支持ツール（１１２）へ向かって、前記第
１回転アーム（１２４）を保持する第１移動システム（１３２）を含む第１回転システム
（１４４）を移動させることと（１４２４）、前記支持ツール（１１２）へ向かって、前
記第２回転アーム（１２８）を保持する第２移動システム（１３４）を含む第２回転シス
テム（１４６）を移動させることと（１４２６）、前記支持ツール（１１２）に前記第１
回転システム（１４４）及び前記第２回転システム（１４６）を接続することと（１４２
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８）、をさらに含む、付記Ｃ１～Ｃ５のいずれか１つに記載の方法（１４００）。
【０１３０】
　Ｃ７．エンドエフェクタ取付領域（１５５）に前記長手エンドエフェクタ（１１８）を
配置することと（１４３０）、前記長手エンドエフェクタ（１１８）が前記エンドエフェ
クタ取付領域（１５５）に配置された状態で、前記長手エンドエフェクタ（１１８）から
前記第１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム（１２８）を切り離すことと（１
４３２）、をさらに含む、付記Ｃ１～Ｃ６のいずれか１つに記載の方法（１４００）。
【０１３１】
　Ｃ８．前記長手エンドエフェクタ（１１８）から前記第１回転アーム（１２４）を切り
離した後、前記マンドレル（１１０）を支持する支持ツール（１１２）から、前記第１回
転アーム（１２４）を保持する第１移動システム（１３２）を含む第１回転システム（１
４４）を離すことと（１４３４）、前記長手エンドエフェクタ（１１８）から前記第２回
転アーム（１２４）を切り離した後、前記支持ツール（１１２）から、前記第２回転アー
ム（１２８）を保持する第２移動システム（１３４）を含む第２回転システム（１４６）
を離すことと（１４３６）、をさらに含む、付記Ｃ７に記載の方法（１４００）。
【０１３２】
　Ｃ９．前記キャビティ（１６４）内に前記補強複合材（１６６）を配置した後、前記第
１回転アーム（１２４）及び前記第２回転アーム（１２８）が前記長手エンドエフェクタ
（１１８）に接続された状態で、当該第１回転アーム（１２４）及び当該第２回転アーム
（１２８）を回転させることにより、補強材搭載領域（１８５）へ向かって、且つ、前記
マンドレル（１１０）に対して、前記長手エンドエフェクタ（１１８）を移動させること
と（１４３８）、前記補強材搭載領域（１８６）において第２補強材トレイから第２補強
複合材を持ち上げることと（１４４０）、前記回転アーム（１２４）及び前記第２回転ア
ーム（１２８）を後退させることにより、前記マンドレル（１１０）の第２キャビティ内
に前記第２補強複合材を配置することと（１４４２）、をさらに含む、付記Ｃ１～Ｃ８の
いずれか１つに記載の方法（１４００）。
【０１３３】
　本明細書において、「少なくとも１つの」という語句が、要素の列挙と共に用いられる
場合、列挙された要素のうちの１つ以上を様々な組み合わせで使用する場合もあるし、列
挙された要素のうちの１つのみを必要とする場合もあることを意味する。すなわち、「少
なくとも１つの」は、列挙された要素を任意の組み合わせで任意の数だけ使用してもよい
が、列挙された要素の全てを必要としない場合もあることを意味する。要素は、特定の対
象、物、又はカテゴリであってもよい。
【０１３４】
　例えば、「要素Ａ、要素Ｂ、及び要素Ｃのうちの少なくとも１つ」は、限定するもので
はないが、要素Ａ；要素Ａと要素Ｂ；又は要素Ｂを含みうる。また、この例では、要素Ａ
と要素Ｂと要素Ｃ、又は要素Ｂと要素Ｃを含む場合もある。もちろん、これらの要素のあ
らゆる組み合わせが存在しうる。場合によっては、「少なくとも１つ」は、限定するもの
ではないが、２個の要素Ａと、１個の要素Ｂと、１０個の要素Ｃ；４個の要素Ｂと７個の
要素Ｃ；又は、他の適切な組み合わせであってもよい。
【０１３５】
　図示された様々な実施形態のフローチャート及びブロック図は、例示的な実施形態にお
ける装置及び方法のいくつかの考えられる実施態様の構造、機能、及び動作を示すもので
ある。この点では、フローチャート又はブロック図における各ブロックは、モジュール、
セグメント、機能、及び／又は、動作若しくはステップを表す。
【０１３６】
　例示的な実施形態のいくつかの代替の態様において、ブロックで述べられている１つ以
上の機能は、図で述べられている順序とは異なる順序で実行してもよい。例えば、いくつ
かのケースにおいては、関連する機能に応じて、連続して示されている２つのブロックは
実質的に同時に実行されてもよいし、逆の順序で実行されてもよい。また、フローチャー
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ト又はブロック図に示されたブロックに対して、さらに他のブロックを追加してもよい。
いくつかのブロックは、任意であってもよい。例えば、図１４Ａ及び１４Ｂの工程１４０
４～１４４２は任意であってもよい。
【０１３７】
　本開示の例示的な実施形態は、図１５に示すように航空機の製造及び保守方法１５００
に関連させ、また、図１６に示すように航空機１６００に関連させて説明することができ
る。まず、図１５を参照すると、例示的な実施形態による、航空機の製造及び保守方法が
示されている。生産開始前において、航空機の製造及び保守方法１５００は、図１６に示
す航空機１６００の仕様決定及び設計１５０２と、材料調達１５０４とを含む。
【０１３８】
　生産中には、航空機１６００の部品及びサブアセンブリの製造１５０６、並びに、シス
テムインテグレーション１５０８が行われる。その後、航空機１６００は、認証及び納品
１５１０の工程を経て、就航期間１５１２に入る。顧客による就航期間１５１２中は、航
空機１６００は、定例の整備及び保守１５１４に組み込まれる。これは、改良、再構成、
改修、又は他の整備及び保守を含みうる。
【０１３９】
　航空機の製造及び保守方法１５００の各工程は、システムインテグレータ、第三者、及
び／又はオペレータによって実行又は実施することができる。これらの例において、オペ
レータは顧客であってもよい。なお、システムインテグレータは、限定するものではない
が、航空機メーカ及び主要システム下請業者をいくつ含んでいてもよい。第三者は、限定
するものではないが、売主、下請業者、及び供給業者をいくつ含んでいてもよい。オペレ
ータは、航空会社、リース会社、軍事団体、サービス組織等であってもよい。
【０１４０】
　次に図１６を参照すると、例示的な実施形態を実施可能な航空機が示されている。この
例において、航空機１６００は、図１５に示す航空機の製造及び保守方法１５００によっ
て生産され、複数のシステム１６０４及び内装１６０６を備えた機体１６０２を含みうる
。システム１６０４の例としては、推進系１６０８、電気系１６１０、油圧系１６１２、
及び環境系１６１４のうちの１つ以上が挙げられる。また、その他のシステムをいくつ含
んでもよい。また、航空宇宙産業に用いた場合を例として示しているが、種々の例示的な
実施形態を、例えば自動車産業等の他の産業に適用してもよい。
【０１４１】
　本明細書において具現化される装置及び方法は、航空機の製造及び保守方法１５００に
おける少なくとも１つの段階において、採用することができる。１つ以上の例示的な実施
形態は、図１５に示す部品及びサブアセンブリの製造１５０６、システムインテグレーシ
ョン１５０８、又は整備及び保守１５１４のうちの少なくとも１つの工程において採用す
ることができる。例えば、図１に示す補強複合材配置システム１０２は、機体１６０２を
形成するために部品及びサブアセンブリの製造１５０６において使用してもよい。一例と
して、方法１４００は、機体１６０２を形成するために部品及びサブアセンブリの製造１
５０６において使用してもよい。他の例において、補強複合材配置システム１０２は、整
備及び保守１５１４で使用するためのコンポーネントを製造するために使用してもよい。
いくつかの例において、方法１４００は、内装１６０６の一部などの、航空機１６００の
一部を製造するために使用してもよい。
【０１４２】
　例示的な実施形態によれば、補強複合材を持ち上げてマンドレルのキャビティ内に配置
するように構成された補強複合材システムが提供される。また、例示的な実施形態によれ
ば、半バレル型マンドレルの外面の任意の位置に長手複合材を配置することが可能な補強
複合材システムが提供される。
【０１４３】
　補強複合材配置システムは、長いビーム状エンドエフェクタを支持する２つの大型回転
アームを有する。２つの回転アームは、胴体のハーフマンドレルの表面のあらゆる位置に
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ドレルに全てのストリンガを設置可能である。補強複合材配置システムは、複合材を配置
するために今まで２つの従来型のガントリシステム及び／又はクレーンシステムを使用す
ることが必要であった形状を有する胴体ハーフマンドレルに補強複合材を配置することが
可能である。上述した例示的な実施形態により、配置システムの数を減らすことが可能で
ある。補強複合材配置システムのコンポーネントは、地上のレール／軌条や移動ＡＧＶユ
ニットに取り付けることが可能である。
【０１４４】
　動作中、補強複合材配置システムに胴体ハーフマンドレルが搬送される。２つの回転ア
ームを含む２つの回転システムが所定位置に移動される。ビーム状エンドエフェクタ、す
なわち長手エンドエフェクタは、予備硬化された（precured）補強複合材を把持する。２
つの回転アームは、所望のキャビティに対して所定位置まで回転する。回転アームは、マ
ンドレルの所望のキャビティに補強複合材を押し込む。
【０１４５】
　補強複合材配置システムは、ガントリや常設プラットフォームを使用せずに、半バレル
型マンドレルの外面における全てのキャビティに到達することができる。補強複合材配置
システムの片側に補強複合材を搬送することにより、作業空間（work envelope）を最小
化するとともに、作業員及び装置を特定範囲に限定することができる。
【０１４６】
　例示的な実施形態により、製造環境におけるガントリの使用頻度を減らすことができる
。いくつかの例においては、ガントリシステム用のピラー及びレールを減らすことができ
る。製造環境においてガントリのピラー及びレールを減らすことにより、製造環境におけ
る移動経路を増やすことができる。また、製造環境においてガントリのピラー及びレール
を減らすことにより、工場の流れ作業を改善することができる。
【０１４７】
　例示的な実施形態により、補強材の設置処理のためのツールの初期費用を削減すること
ができる。また、例示的な実施形態により、製造環境における土台や支持体の数を減らす
ことができる。さらに、例示的な実施形態により、マンドレルに対する位置決めの時間を
削減することができる。また、例示的な実施形態により、完成までの部品移動を少なくす
ることができる。さらに、例示的な実施形態により、補強材の人手による取付作業を軽減
することができる。いくつかの例においては、補強複合材配置システムのレイアウトによ
り、マンドレルを再加工したりラインから取り外したりする場合に、より迅速に対応する
ことができる。
【０１４８】
　様々な例示的な実施形態の説明は、例示及び説明のために提示したものであり、全てを
網羅することや、開示した形態での実施に限定することを意図するものではない。多くの
改変及び変形が当業者には明らかであろう。また、様々な例示的な実施形態は、他の例示
的な実施形態と比べて、互いに異なる特徴を有しうる。選択した実施形態は、実施形態の
原理及び実際の用途を最も的確に説明するために、且つ、当業者が、想定した特定の用途
に適した種々の改変を加えた様々な実施形態のための開示を理解できるようにするために
、選択且つ記載したものである。
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